消 防 計 画 書
（目的）

第１条　この計画は（　　　　　　　　）における非常災害に対し事前に防止するため管理の徹底を期し火
災その他の災害による被害を最小限にとどめることを目的とする。

　（総括）

第２条　（　　　　　　　　）は非常災害予防に関する事務を総括するとともに、従業員を指揮監督し万全
　を期さなければならない。
　（防火管理者の任命）
第３条　（　　　　　　　　）は有資格者の中から防火管理者を任命する。

　（防火管理者の職務）

第４条　防火管理者は防火に必要な業務を行うものとする。

２　防火管理者は常に消防の用に供する設備、消火活動上必要な施設の点検及び整備を行い火気責任者に必
要な指示を与える。

３　防火管理者は消火通報及び避難の訓練を定期的に実施しなければならない。

　（消防計画）

第５条　防火管理者は消防計画を作成する時は次の各号の事項について定めるものとする。
一　自衛消防組織に関すること。
二　防火対象物について火災予防上の自主検査に関すること。

三　消防用設備等の点検及び整備に関すること。
四　避難通路、避難口、安全区画、排煙又は防煙区画、その他の避難施設の維持管理及びその案内に関す
ること。
五　防火壁、内装その他防火上の構造の維持管理に関すること。

六　定員の遵守その他収容人員の適正化に関すること。

七　防火上必要な教育に関すること。
八　消火、通報及び避難の訓練の実施に関すること。

九　火災、地震その他の災害が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導に関すること。

　十　防火管理について消防機関との連絡に関すること。

　十一　増改築又は模様替え等の工事中防火対象物における防火管理者又は補助者の立会い、その他火気の使用又は取扱いの監督に関すること。

　十二　前各号のほか防火対象物における防火管理に関し必要な事項。

　
（訓練）

第６条　（　　　　　　　　）もしくは防火管理者は非常災害発生に備え必要に応じて次の訓練を行うもの
とする。
一　通報伝達訓練
二　避難訓練　　　　　　　　（　　　　回 ）以上（　昼間　・　夜間　）
三　消火器材取扱訓練
四　総合訓練　　　　　　　　　年間１回以上（　　　　月 ）

　（火気責任者）

第７条　別表第１に定める火気責任者は火気使用の場合、次の事項に留意して火災予防に努めなければなら
ない。
一　火気使用の時は他に引火のおそれはないか確認すること。
二　火気使用中は消火用水を用意する。
三　火気使用中は引火のおそれのあるものを火気に近づけない。
四　火気使用後は残火、元栓等の確認をすること。

五　その他火気取扱いに関して、防火上必要な事項。

　（従業員の責務）
第８条　従業員は常に火災予防に留意し、次の事項を遵守しなければならない。

一　火気を使用後は完全に消火し、残火のないことを確認すること。

二　平常使用以外でやむをえず火気を使用する時は火気責任者の承認後とする。

三　喫煙は決められた場所で行うこと。
四　電気機器の使用後は電源の遮断等を確認すること。

五　防火上危険な箇所を発見した時は直ちに（　　　　　　　　）に報告すること。

六　防火壁、非常口、防火シャッター等の近辺には物品を置かないこと。

七　その他火気の取扱いは防火管理者又は火気責任者の指示に従うこと。

　（宿直者の職務）

第９条　宿直者は常に火災予防に留意し、次の事項を遵守しなければならない。
一　施設内外の巡視を確実に行うこと。

二　非常口、防火壁、防火シャッター状況の確認を行うこと。

三　火災が発生した場合は初期消火の措置を講ずると共に消防機関、その他必要関係機関に通報すると共
に（　　　　　　　　）を安全な場所に避難させること。
四　公設消防隊が来たら内部状況を適確に伝える。

　（非常持出）

第10条　（　　　　　　　　）はあらかじめ非常持出物件を指定すると共に非常災害が発生した時は迅速に
搬出できるよう準備しておかなければならない。

（防火組織）

第11条　（　　　　　　　　）は非常災害に備えて別表第２に定める自衛消防隊を組織しなければならない。
　（非常召集）

第12条　（　　　　　　　　）は非常災害が発生した時は昼夜を問わず連絡網等により所属職員を非常招集するものとする。

　（自主検査）

第13条　火災予防上の自主検査、消防用設備の点検は次による。
一　自主検査

	区　　分
	事　　項
	検　査　係
	回　　数

	防火上の設備
	全　般
	防火管理者
	随　時

	整理清掃状況
	屋内外一般
	各職場の責任者
	終業後１回以上

	喫煙管理
	全　般
	（　　　　　　　　）
	随　時

	火気使用施設
	器具及び管理
	（　　　　　　　　）
	始終業後１回以上

	危険物関係
	全　般
	（　　　　　　　　）
	随　時

	電気設備
	全　般
	（　　　　　　　　）
	毎月１回以上


二　消防用設備点検

	区　分
	事　項
	点　検　者
	外　観
	作動・性能
	精密検査

	消防の用に
供するもの
（消火警報避難設備等）
	一　般

全　般
	（　　　　　　　　）
（　　　　　　　　）
	１ヶ月

１　回
	６ヶ月
１　回
	１　年

１　回

	消火器の本数、出入口通路
非常口の
障害状況等
	屋　内

屋　外
	（　　　　　　　　）
（　　　　　　　　）
	毎日１回以上
	


三　自主点検の結果は点検記録簿に記載しておかなければならない。
　
　（消防機関への報告、届出等）

第14条　（　　　　　　　　）は次の事項について消防機関への報告、届出又は連絡を行うものとする。
一　防火管理者の選任（解任）届出に関すること。
二　消防訓練実施における事前通報及び指導の要請に関すること。

三　消防用設備等の点検結果の報告に関すること。

四　その他の法令に基づく届出連絡事項に関すること。

　（附　則）　この計画書は令和　　年　　月　　日より施行する。
別表第１

（　　　　　　　　　　　　）火災予防組織


　　　　　　　　　　　（　　　　　　　　）



　　　　　　 （　　　　　　　　）



防火担当の責任者　　　防火管理の責任者は、各火元責任者及び一般の火気（器）、電気配線、
（　　　　　　　　）　　危険物等防火管理責任を分担する

　　　　　　建築物等の検査班　　　建物内外の防火的な位置、構造、使用状況、防火戸、排煙口等の管理
（　　　　　　　　）　　及び検査の任に当たる

　　　　　　火気使用施設検査班　　炊事器具、採暖用器具、燃料置場、灰捨て場、喫煙所等の火気使用箇
（　　　　　　　　）　　所の管理及び検査の任に当たる

　　　　　　電気設備検査班　　　　電気主任技術者と連携をとり、電気配線、電気器具等の火災予防管理
（　　　　　　　　）　　及び検査の任に当たる

　　　　　　危険物（準危険物）　　危険物取扱者と連携をとり、安全管理及び検査の任に当たる
　　　　　　検査班　　　　　

（　　　　　　　　）
　　　　　　消火設備点検整備班　　消火器、屋内消火栓等の機能及び障害物除去の管理及び検査の任に当
（　　　　　　　　）　　たる

　　　　　　警報設備点検整備班　　避難階段、非常口、梯子等の点検整備の任に当たる

（　　　　　　　　） 

別表第２

（　　　　　　　　　　　　）自衛消防組織


　　　　　　　（　　　　　　　　）



（　　　　　　　　）

　　　　　　通報連絡班　　連　絡　係　　　　火災を消防機関に通報連絡の任に当たる

（　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　警報器具係　　　　非常警報器具を通じて火災の周知の任に当たる
（　　　　　　　）

　　　　　　避難誘導班　　誘　導　係　　　　火災時における避難者の誘導に当たる

（　　　　　　　） 

　　　　　　　　　　　　　救　助　係　　　　出火と同時に建物内部の人命救助を行い誘導係に協力又は、　　
（　　　　　　　）　要救助者がある時はその救助に当たる
　　　　　　消　火　班　　放　水　係　　　　消火器、消火栓により初期注水消火に当たる
（　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　機　械　係　　　　消防ポンプ、消火栓等の機械類の運用操作に当たる
（　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　警　戒　係　　　　重要物件の非常持出しと飛び火、その他盗難等の警戒に当
　　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）　たる

　　　　　　　　　　　　　救　護　係　　　　負傷者、被救助者の応急救護に当たる

（　　　　　　　）

管理について権原 を有する者
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